
令和 2年度

事 業 報 告

令和 ２年 ４月 １日から

令和 ３年 ３月３１日まで

公益財団法人三重県建設技術センター



１）総    括

当建設技術センターは、昭和 44年 4月に県・市町村の出捐を得て設立し、県内の

建設行政の補完機関として公共構造物の測量・設計・積算業務の他、災害復旧支援

や土木建設行政の変化とともに新たに与えられた受託業務に対応してまいりました。

一方急激な社会情勢の変化は、私ども公益法人に対しても厳しい見直しを迫るこ

ととなり、受託業務の大幅な減少など経営不安定な時代も経験しましたが、公益事

業の拡充、組織体制の見直しなど、様々な団体運営の改革を推し進めた結果、経営

状況も徐々に赤字幅が減少し、平成 23年の公益財団法人への移行とともに黒字経営

に転換することができ、ここ近年は安定経営が続いています。

現在、新型コロナウィルス感染症の影響により、社会経済活動全体の先行きは依

然として不透明な状況が続いておりますが、高度経済成長期に建設されたインフラ

の老朽化対策や近年多発する自然災害等に対応する「国土強靭化計画」等、緊急度

の高い政策の影響もあり、建設業界は依然堅調を維持しております。

そのような中、令和 2 年度の事業としては、建設技術水準の向上を目指す建設技

術研修をはじめ、積算、施工監理、工事検査等、地方自治体の発注関係事務を支援

するとともに地域社会の健全な発展を目指した業務に取り組んでまいりました。

研修事業では、新型コロナウィルスの影響もあり、毎年実施していた地域住民向

け家具固定実演等の地域防災研修や大規模災害の語り部を招いての地域防災講演会

は中止となりましたが、技術・技能の向上を目指す技術者向け研修や県内小・中学

校に出向いての学校出前防災講座は、感染症対策を徹底した上で実施いたしました。

土木・建築関係事業では、令和元年度 9 月豪雨等により被災した市町から支援要

請がなされているほか、インフラメンテナンス関連事業や固定資産評価事業などを

継続的に受託することができており、安定的な業務量を確保いたしました。

この結果、事業額は研修事業、支援事業等の公益目的事業で 877,862 千円、また、

設計・調査等事業、住宅関連事業等のその他の事業で 543,517 千円の事業収入と  

なり、全体として前年度より 1.5％減となりました。なお、今後とも事業の執行に

あたっては、経費の節減に努め経営の安定化を図ってまいります。



２）概 要

(1) 理事会事項

R2.4.1 書面表決(みなし決議)による理事会

議案 第 1号 代表理事の選定について

議案 第 2号 代表理事の役員報酬について

R2.5.22 書面表決(みなし決議)による理事会
議案 第 1号 令和元年度事業報告及び決算について

議案 第 2号 評議員会の招集について

R2.11.2 書面表決(みなし報告)による理事会

報告 第 1号 令和 2年度職務執行の状況について

R3.3.12 第 2回通常理事会

議案 第 1号 令和 3年度事業計画及び予算について

議案 第 2号 令和 3年度資金運用の執行方針及び計画について

議案 第 3号 役員報酬の改定について

議案 第 4号 令和 2年度第 1回臨時評議員会の招集について

報告 第 1号 令和 2年度職務執行の状況について

報告 第 2号 職員採用について



(2) 評議員会事項

R2.6.15  書面表決(みなし決議)による定時評議員会

         議案 第 1号  令和元年度事業報告及び決算について

         議案 第 2号  評議員の選任について

R3.3.22  第 1回臨時評議員会
         議案 第 1号  令和 3年度事業計画及び予算について

         議案 第 2号  評議員の選任について

         議案 第 3号  理事の選任について

         報告 第 1号  職員採用について



(３) 役員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　 　名

令和2年4月1日 就任 理事 渡　邊　克　己

令和2年4月1日 就任 理事 古　川　  万

令和3年3月12日 辞任 理事 小　倉　秀　康



(４) 評議員の異動状況

異動年月日 異　動 役　職 氏　　　名

令和2年6月30日 辞任 評議員 真　弓　明　光

令和2年7月1日 就任 評議員 佐　竹　元　宏

令和3年3月12日 辞任 評議員 谷　口　友　見



（５）就業体制

令和3年３月３１日現在

　役員付

総務室

( 1 ) ( 1 )

( 1 ) ( 1 )

( 1 ) ( 1 ) ( 2 )

　建設技術部

道路課 ( 1 ) ( 1 )

流域環境課

( 1 ) ( 1 )

　建築部

建築審査課

建築支援課 ( 1 ) ( 1 )

( 1 ) ( 1 )

( 1 ) ( 3 ) ( 4 )

※ （　　）内は再雇用職員の人数

部課名
職　　員

計
事　務 技　術

1 1

4 1 5

　研修・調査部 2 2

計 5 1 6

調査・管理課 5 5

研修業務課 2 2

計 2 8 10

検査官室 1 1

2 2

10 10

10 10

計 0 22 22

1 1

3 3

構造審査課 1

3 4

合計 7 39 46

計 0 8 8



（６）事業実施状況表

(単位：千円)

計

(874,644)

公益目的事業 877,862

研修等事業

 ・図書出版事業として、積算基準(共通編)、三重県公共工事共通仕様書等全10種を出版

品確法に基づく支援事業
(742,766)

 ・田曽浦浄化センター機械設備等(南伊勢町)更新に係る積算業務、林道注連指西線(度会町)地す
   べり災害復旧事業設計等支援業務等全296件

754,525

品質管理試験事業
(56)

 ・アスファルト混合物事前立会審査・立入調査を、R2.5月期～R3.2月期において7日間実施 116

建築基準法等に基づく審査事業
(119,179)

 ・建築確認審査2,114件、固定資産税調査1,068件 109,204

(567,836)

その他の事業 543,517

設計・調査等受託事業 (535,442)

 ・鵜殿保育所(紀宝町)用地造成に伴う測量設計業務、大桑橋(桑名市)他2橋橋梁修繕耐震補強設計
   業務等全142件

521,011

住宅性能評価等住宅関連事業 (32,394)

 ・住宅性能評価116件、適合証明219件、住宅瑕疵担保保険2,156件等全7種で2,594件 22,506

(1,442,480)

合　　　　計 1,421,379

    ＊上段(  )は、令和元年度実績額

      下段は、令和２年度実績額

(12,643)

14,017

事　　　　　　業
事 業 収益

 ・研修事業として、UAV(ドローン)活用技術研修、学校防災出前等全20研修、延べ参加人数614人




